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はじめに 
 
 1949 年 5 月、旧西ドイツであるドイツ連邦共和国はその憲法に値する基本法
(Grundgesetz)を成立させた。基本法 16a 条 1 項(成立当時 16a 条)1は、政治的被迫害者が庇
護権を有することを示しており、これは世界でも珍しく自国民以外の人間の権利が一国の
憲法に記されている。しかしながら、この庇護権はその後の改定を経ることによって、
徐々に制限されていくことになる。 
 2015 年以降、ドイツ連邦共和国(以下ドイツ)は庇護希望者の急増により、「難民危機
(Flüchtlingskrise)」の中にあると言われている。同年 9 月 5 日のメルケル首相の避難民受け
入れ声明がシリアをはじめとする難民殺到に一筋の光を差し込んだように見えた一方で、
基本法 16a 条 1 項の態度決定に忠実であろうとする政府の姿勢が、危機が語られるに伴
い、賞賛から一転して批判を受けるようになった。2 
 本稿では、ドイツにおける、移民・難民に関する法制度の変遷を概観し、その意味を捉
えたい。目的は、現在、移民国だと言っても過言ではないドイツにおいて、いかに移民・
難民と呼ばれる人々が生きているのか、いかなる状況に置かれているのかを把握する一端
を担うことにある。 
 ドイツでは、移民・難民の「統合の失敗」という批判が起きる一方で、政府主導の移
民・難民、あるいは統合に関する法制度は毎年のように改定されている。これは政策が常
に移民・難民を取り扱い、対応していることの表れであり、決して硬直的ではないことを
示している。本稿では、第一章で第二次世界大戦後、外国人労働者を受け入れ始め、途中
募集停止をするも、ドイツが移民の背景を持つ者を包摂していく様子を概観する。第二章
では移民の統合を図るドイツがいかに変化してきたか、そして庇護申請者についてその庇
護権を徐々に制限していく過程を見る。論述の対象は制度的変化に終始するが、今後の移
民研究の前提として、本研究ノートを位置付ける。 
 
1. 外国人労働者受け入れとその変遷(1945〜2000 年代) 
 
 第二次世界大戦後、ドイツは労働力不足から外国人を労働者として受け入れ、景気の調
節弁として利用していたが、オイルショックの後は帰国させようとしてうまくいかず、人
道的観点から外国人の家族呼び寄せを認め、ドイツは移民国への道を歩んでいった。確か
にその通りであるが、そこには様々な制度変遷があった。第一章では、戦後いかにドイツ
が外国人を受け入れ、利用してきたか、そしてその外国人も一概には括ることができない
ということを示す。第一節では「ガストアルバイター」の募集が 1960 年代に本格的に始
 
1 Grundgesetz für die Bundesrepublic Deutschland, Art 16a (1), 2019 年 11 月 15 日最終改定版 
2
 渡邊亙, 2017. 「ドイツにおける難民政策の課題とその憲法的意義」『法政治研究』 第 3 号 
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まり、当時のドイツにおいて受け入れムードがあったことを示す。第二節では、オイルシ
ョックによって外国人労働者の募集は停止となるのだが、実際にはオイルショックのみが
その原因ではなかったことを示す。第三節では、外国人の流入とは、単に労働者を指すの
みならず、ドイツ系の再定住者(Aussiedler) の存在が大きいことを指摘し、その取り扱いが
いかなるものであったかを示す。第四節では、現代のドイツにおいて移民の背景を持つ者
(Migrationshintergrund)が存在感を増してきていることを示す。 
 
1-1 「ガストアルバイター(Gastarberiter)」の募集 
 ヨーロッパにおいて、大量移民は、現代の産業社会だけに起きた現象ではない。1821 年
から 1924 年の間に、ヨーロッパから約 5,500 万人が海外に移住した。また、植民地化や脱
植民地化も大きな移動の原因となり、二つの世界大戦後、ヨーロッパでは大量の避難や追
放が起こった。 
 1940 年代後半、ドイツにおいては第二次世界大戦によって引き起こされた難民と追放者
の流入は収まった。1950 年代半ば、急速な経済成長が労働力不足に繋がった時、ドイツは
海外からの労働者を募集し始めた。いわゆる「ガストアルバイター」の始まりである。最
初の契約は、1955 年にイタリアから始まる。スペインおよびギリシア(1960 年)、トルコ
(1961 年)、モロッコ(1963 年)、ポルトガル(1964 年)、チュニジア(1965 年)、ユーゴスラビ
ア(1967 年)、韓国(1968 年)と追加の二国間契約が締結された。しかし、1961 年にベルリン
の壁が建設されるまでの間、東ドイツからの労働者(Übersiedler)によって大部分の労働力が
満たされていたため、外国人労働者の流入は量的には、あまり大きな比重を占めていなか
った。二国間契約の開始は 1950 年代ではあるが、本格的な受け入れが始まったのは 1960
年代からと言える。宮島(2016)は、1961 年のベルリンの壁建設は、東からの亡命等による
入国を不可能にし、二国間協定による受け入れの必要を決定的にしたと指摘している
(p.33)。その後、大量の外国人労働者が採用されるようになり、1964 年にはドイツで 100
万人目の外国人労働者に対し、歓迎のしるしとしてオートバイが与えられている。当時は
外国人労働者歓迎のムードがドイツにあったのだ(Seifert, 2012)。 
 1973 年、外国人労働者の募集が停止となった時点で、約 400 万人の外国人がドイツに住
んでいた。1960 年代から 1973 年までの好況期に、彼らは大量生産産業、重工業、鉱山業
の労働者として募集された。これらの仕事は低い資格要件のみを必要としたため、彼らは
労働市場における最下層に位置していた。すなわち、恒久的に受け入れ国に定着しない低
い技術水準の労働者を、家族の帯同なしに使用することが、好況期の段階においては求め
られたのである。 
 
1-2 オイルショックによる募集停止後の展開 
 1973 年のオイルショックによる募集停止は、EEC からの出身ではない外国人労働者に対
して、帰国か、長期滞在をして家族を呼び寄せるかを選択させることになる。政府として
は景気のいわば調節弁として使用していた外国人労働者を、不況を理由に帰国させたかっ
たが、結果として外国人人口はわずかに減少しただけであった。しかし、社会保障の対象
となる外国人労働者の数は 1973 年の 250 万人から 1985 年の 160 万人に減少している。そ
して、外国人の雇用は大幅に低下した。 
 宮島(2016)によると、ドイツにおけるオイルショックの打撃はそれほど強いものではな
かった。外国人労働者の募集停止が行われたのも、正確には 1973 年 11 月 23 日と、第四
次中東戦争勃発の一ヶ月半後であり、同じく外国人労働者の募集停止をしたフランスより
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八ヶ月も早い。これは、人の受け入れを労働市場の論理によって行う実務的なドイツのス
タイルと、過去のナチスの「フレムドアルバイター」使用の記憶とに関係があるといわれ
る(宮島, 2016)。宮島(2016)によれば、大きく分けて四つの危機感がドイツの募集停止を即
座に決めさせる要因となったようである。すなわち、外国人労働者のより長い期間の就労
希望と、経営者側の継続的雇用希望による「ローテーション」方式の危機、近代的労働規
律や労使関係に十分適応できていないという懸念、住宅問題、そして予想される失業率上
昇である。これらが複合的に作用し、ドイツに募集停止という判断を下させることになっ
たと言える。 
 そして、1990 年代初頭、ドイツにおいて外国からの人の流入は再び増加する。旧ユーゴ
スラビアにおける紛争、クルド人居住地の状況悪化などによって、庇護申請者が急増す
る。これは、冒頭で述べたドイツの基本法に政府が忠実に従い、受け入れを推進したこと
が背景にある。しかし、この流入はドイツの大部分にとって歓迎されておらず、外国人嫌
いの雰囲気の広まりと、庇護申請者や外国人に対する多数の暴動に繋がってしまう(Seifert, 
2012)。 
 
1-3 1990 年代再定住者(Aussiedler)流入と庇護法の厳格化 
 1990 年のソビエト崩壊は、再定住者(Aussiedler)の流入に繋がった。すなわち、旧ソビエ
ト連邦、ポーランド、ルーマニア等からドイツ系の移民がドイツに再び移動してきたので
ある。再定住者たちは、もともとドイツ系であり、彼らは連邦法(Bundesvertriebenengesetz)
上ドイツ人であった。したがって、当時の血統主義的スタイルからも、彼らの流入に対し
て特に制限はかからなかった。1997 年以来、ドイツ系移民は日常生活に必要な最低限のド
イツ語運用能力を測る試験を受けなければならないという条件付きではあったが。 
 しかし、再定住者以外の申請も増加していた。1992 年、438,000 人の庇護申請が行わ
れ、西ヨーロッパにおける庇護申請の 80％がドイツでおこなわれた。難民認定の原則と難
民の庇護申請理由の誠実さについて、社会的政治的議論が巻き起こり、1993 年 6 月、冒頭
で述べたドイツ基本法における庇護権が庇護の妥協(Asylkompromiss)によって制限され
る。これは、基本法 16a 条、2 項から 5 項3に記されており、「安全な第三国」を経由して
入国したものは皆、個別にその安全性を無効にできない限り、庇護権を引き合いに出すこ
とができないという制限がかかったのである。すなわち、ドイツに入国する以前に別の国
(ドイツが認めた安全な国)を経由したのならば、まずはその国で庇護を申請するようにと
示したのである。 
 
1-4  移民の背景を持つ者 
 1990 年代後半、外国人の流入は急激に減少する。2000 年に国籍法が改定され、出生地
主義が選択されることにより、ドイツで生まれた子供は自動的にドイツ国籍を有すること
になり、このことは外国人人口の増加を止めたことを意味する。すなわち、外国人人口が
移民とその子供の実際の数を示さなくなったのだ。この時から、移民の背景を持つ者
(Migrationshintergrund)、移民二世、三世といった名称で彼らが呼ばれるようになる。 
 
 
3 Grundgesetz für die Bundesrepublic Deutschland, Art 16a (2)-(5), 2019 年 11 月 15 日最終改定版 
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2. 2000 年代以降、統合政策の推進と外国人流入、そして庇護権の厳格化 
  
 第一章では、第二次世界大戦後、ドイツが外国人労働者を募集し、各国と二国間協定を
結び、受け入れを図っていったことを概観した。そして、ドイツはその後の外国人問題に
対する危機感と第四次中東戦争からの将来的懸念によって、募集停止を決定した。しか
し、募集停止は大幅な外国人労働者の減少には繋がらなかった。以降、ドイツは出生地主
義を選択し、移民の背景を持つ者(Migrationshintergrund)という区分を設ける。また、ドイ
ツへの外国人の流入について、彼らを「外国人」としてひとまとめにすることはできない
という認識がうまれ、再定住者(Aussiedler)は連邦法上ドイツ人であり、それ以外の外国人
とは区別された。 
 第二章では、主に 1990 年代には移民あるいは移民の背景を持つ者がドイツに存在して
いる、という認識があったと言えるドイツが、その後現在に至るまでにどのような変化を
遂げたのかを概観する。主に移民法の制定と、庇護権の厳格化があげられる。すなわち、
移民や移民の背景を持つ者をよりよくドイツ社会に統合していく動きと、一方で新たな外
国人受け入れを制限しようとする動きである。一概に外国人を制限しているとは言えない
が、主に庇護権の厳格化を見ると、ドイツはこれ以上庇護申請者を受け入れたくないとい
う姿勢がうかがえる。 
 
2-1 2005 年移民法による統合の推進の法制化 
 2005 年 11 月 22 日、メルケル政権の誕生とともに、CDU/CSU/SPD 連邦政府は、移住と
統合政策に新たな比重を置くようになる。移民の統合とさらなる移民の管理を推進するこ
とに焦点を合わせるようになる。同年の移民法によって、統合の推進が連邦法として初め
て法に定められた。この法の中心的な要素は、ドイツ語と社会的技術を教える「統合コー
ス」の設置であった。1,500 万人に及ぶ移民の背景を持つ人々の統合が「我々の国にとっ
て大きな将来的問題(Zukunftsfrage)である」と当時の連邦移民委員は述べている4。 
 2005 年の移民法は、ドイツにおける移民政策のキーポイントである。この法律によって
初めて、労働市場から人道的理由、統合政策まで、移民政策のすべての分野を包括的に規
制したからである。居住権、人道、国内治安の分野における規定がこの法律に含まれてい
る。 
 
2-2  庇護権の厳格化 
 ドイツにおける移民・難民に関する諸制度の変遷において、2015 年以降の動きは注目に
値する。庇護希望者の増加に伴い、当初は基本法の庇護権に忠実であろうとした政府の姿
勢は、徐々に、そして明らかに庇護制限の道を進んでいる。近年の法制度改定を振り返っ
てみると、まず「安全な出身国」の増加が挙げられる。「安全な出身国」を増やすことに
よって、ドイツはそこを経由した庇護申請者の庇護を認めないで済む。2014 年 11 月には
セルビア、マケドニア、ボスニアヘルツェゴビナが「安全な出身国」5に追加され、翌年
 
4
 Carolin Butterwegge, 2007, Neue Zuwanderungs- und Integrationspolitik seit 2005 
(https://www.bpb.de/gesellschaft/migration/dossier-migration-ALT/56340/neue-migrationspolitik 2020,1,30 最終閲覧) 
5
 Bundesministerium des Innern, für Bau und Heimat, Pressemitteilung, 2014, Gesetz zu sicheren Herkunftsstaaten tritt in Kraft 
(https://www.bmi.bund.de/SharedDocs/pressemitteilungen/DE/2014/11/gesetz-sichere-herkunftsstaaten.html 2020,1,30 最終閲覧) 
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10 月にはアルバニア、コソボ、モンテネグロも追加されている。 
 2014 年には、庇護申請者に関する法律が改定され、庇護申請者への基本給付が、ドイツ
の失業保険制度 Hartz-Ⅳのレベルに引き上げられた。また、庇護申請者は申請の三ヶ月後
に仕事を探すことが可能になり、それまで九ヶ月待たなければならなかった求職活動の早
期化が図られた。6この改定は、彼らのドイツ社会への早い適応や生活手段を得ることを促
していると言える。 
 2015 年 8 月、「滞在する権利と滞在終了の新決定に関する法(Gesetz zur Neubestimmung 
des Bleiberechts und der Aufenthaltsbeendigung)」が、「よく統合された」長期の「容認でき
る者」(Geduldete)に対して、滞在許可申請の機会を提供する7。すなわち、ドイツ社会が受
け入れを許容できる者については、滞在許可を申請することができるようになった。一方
で、庇護申請が拒否された者は、追放拘留(Abschiebehaft)に入れるよう規定が設けられた。 
 同年 10 月、庇護に関する一連の決定がなされる。AsylpaketⅠの採択である8。これによ
って、主に庇護申請者に対する給付や統合コースへの参加が決定された。翌 2016 年 3
月、 AsylpaketⅡによって庇護権が新たに厳重化される9。具体的には、庇護申請者が最初
の受け入れ施設に滞在している間は、当該の外国人局の区域を出ることを禁止され、さら
に国外追放を延期する条件に精神疾患が含まれなくなった。すなわち、ドイツが庇護申請
を認めず、国外に追放するのをやめさせる要因として、「生命の危機や重大な病気」が挙
げられるが、そこに心的外傷後ストレス障害を含む精神疾患が含まれなくなったのであ
る。 
同時期、大晦日のケルンで起きた事件ついての議論が起こる。2015 年の大晦日にケルン
において発生した庇護申請中の者による女性への集団的性暴力、強盗事件が、メルケル政
権の難民受け入れへの非難に繋がった。そのような中、国外追放権(Ausweisungsrecht)が厳
重化される10。庇護申請者が、暴力行為や性的自己決定に対する侵害のために少なくとも
1 年の懲役刑を受けた場合、追放されることになった。 
2016 年 8 月、 統合法(Integrationsgesetz)が発効される11。これによって、庇護申請者は統
合コースに参加することが義務化され、同時に、統合コースの大幅な拡大が図られた。容
認された者(Geduldete)は、職業訓練の全期間に対する在留資格(Aufenthaltsstatus)を受けとる
 
6
 Bundesregierung, 2014, Bundesrat stimmt Gesetz zu Höhere Leistungen für Asylbewerber (https://www.bundesregierung.de/breg-
de/aktuelles/hoehere-leistungen-fuer-asylbewerber-397742 2020,1,30 最終閲覧) 
7
 Bundesministerium des Innern, für Bau und Heimat, Pressemitteilung, 2015, Gesetz zur Neubestimmung des Bleiberechts und der 
Aufenthaltsbeendigung tritt in Kraft (https://www.bmi.bund.de/SharedDocs/pressemitteilungen/DE/2015/07/bleiberecht-tritt-in-
kraft.html 2020,1,30 最終閲覧) 
8
 Bundesregierung, 2015, Gesetzpaket in Kraft getreten Effektive Verfahren, frühe Integration 
(https://www.bundesregierung.de/breg-de/aktuelles/effektive-verfahren-fruehe-integration-316304 2020,1,30 最終閲覧) 
9
 Bundesregierung, 2016, AsylpaketⅡ in Kraft Kürzere Verfahren, weniger Familiennachzug 
(https://www.bundesregierung.de/breg-de/aktuelles/kuerzere-verfahren-weniger-familiennachzug-370360 2020,1,30 最終閲覧) 
10
 Bundesregierung, 2016, Gesetz in Kraft Straffällige Ausländer leichter ausweisen (https://www.bundesregierung.de/breg-
de/bundesregierung/staatsministerin-fuer-kultur-und-medien/aktuelles/straffaellige-auslaender-leichter-ausweisen-387662 2020,1,30 
最終閲覧) 
11
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ことになり、訓練終了時に職を引き継がなかった場合、職探しのための追加６ヶ月を受け
とることになった。難民認定された者と庇護申請者は、「よく統合された」場合のみ、無
期限の定住許可(Niederlassungserlaubnis)を得るということが明記された。すなわち、庇護申
請段階の者をも、ドイツ社会の統合に組み込んで行こうという決定がなされたのである。 
2017 年 7 月、 「出国義務のより良い執行のための法律(Gesetzt zu besseren Durchsetzung 
der Ausreisepflicht)」によって、容認された者(Geduldete)と、いわゆるドイツ社会を危険に
晒す者(Gefährder)に対するより厳しい規則が導入された。具体的には、出国義務のある者
(Ausreisepflichtige)、「第三者の生命身体に対する危険」をもたらす人は、収容施設
(Abschiebehaft)に拘留されなければならず、電子足枷などの使用も認められるより厳重な監
視下に置かれることとなった。また、ドイツ連邦移民難民局( BAMF)は、身元と出身国の
情報を得るために、庇護申請者の携帯電話や他のデータ媒体を調査することを許可される
ことが明記された。 
 このように、ドイツの庇護権は紆余曲折を経ながら、徐々にそして明確に厳重化されて
いる。しかし一方で、庇護申請者も将来的にドイツ社会の一員として生活することを視野
に入れて、統合コース参加への義務化を進めた。また、「よく統合されること」、あるい
は「よく統合されていること」という基準によって外国人を峻別している点も挙げられ
る。 
 
結論 
 
 本稿では、ドイツにおける第二次世界大戦後の外国人流入から現代の難民受け入れまで
を、主に制度を中心に概観した。第一章では、ドイツが外国人労働者を募集し、各国と二
国間協定を結び、受け入れを図り、その後景気の将来的懸念によって、募集停止を決定し
たことを明らかにした。しかし、募集停止は大幅な外国人労働者の減少には繋がらなかっ
た。以降、ドイツは出生地主義を選択し、移民の背景を持つ者(Migrationshintergrund)とい
う区分を設ける。また、ドイツへの外国人の流入について、彼らを「外国人」としてひと
まとめにすることはできないとされ、再定住者(Aussiedler)は連邦法上ドイツ人であり、そ
れ以外の外国人とは区別された。 
 第二章では、1990 年代には移民あるいは移民の背景を持つ者を把握していたドイツが、
その後現在に至るまでにどのような変化を遂げたのかを概観した。主に移民法の制定と、
庇護権の厳格化から分かることは、移民や移民の背景を持つ者をよりよくドイツ社会に統
合していく動きと、一方で新たな外国人受け入れを制限しようとする動きである。そし
て、「よく統合される」という受け入れ国側による基準によって、外国人を峻別している
こともうかがえる。 
 このように紆余曲折を経ながら、ドイツは移民国としての道を歩んでいると考えられる
が、常に受け入れと排除の動きはせめぎ合っている。主に制度の面を見ることによって、
ドイツが公的にいかなる立場を示しているかは判明したが、その決定の背後について詳細
に踏み込めなかった。また、社会的な動きについても見なければならない。今までの変化
についてより調査を進めるとともに、新たな動きに注目する必要がある。 
 
おわりに 
 
人間の権利として庇護を認める、とうたうドイツ基本法は、国民国家の枠組みを一部飛
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び越え、人間一般を包摂する権利を保障している。これは、一国家にもかかわらず、人権
はすべての人間に当たり前にあることとして捉えていることの表れだと考えられる。この
ドイツの庇護権は、1990 年代から現在に至るまで、徐々に制限がかかるようになり、結局
国民国家という枠組みに収まるように変化しつつあるとも言えるだろう。 
制度的変遷のみを見ていては、実情が掴めないのは確かであるが、今回の研究ノートに
おいては、ドイツにおける移民を考える際の前提を調査することができたと考える。今後
は、よりミクロな側面における実情の分析を行っていきたい。 
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